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日本における開発体制整備に関する 1米人のコメン ト

官民の人事交流

米国ではAECと民間会社の間■ 人事の交流が比較的自由

に行なわれていム  (直接利害関係をもつような場合を除く)

AECの中堅幹部級職員の民間企業での経験年数は平均 8年

位といわれている。 この′動ま, AECにとつても産業界にと

つても非常によい効果をもたらしたと信じている。 日本では

米国と顧傭条件が異るが,徐々に官民の人事交流を考慮して

はどうだろうか。

行政職員の教育訂1練について

米国のAECは新らしいスタツフの養成に力を入れている。

大学卒の新入職員は,国立研究所の現場をはじめ本部の各事

務機構を一廻夕させて (2年位),あ らゆる種類の業務経験

を与え,巾広い能力を与ぇるようにしている。行政官は,は

じめから特定の専門的職場lat縛 多つけない方がよい。

基礎研究と応用研究に ついて

米国では,国立研究所が基礎研究をみつちり金をかけてやタタ

万ふ用研究は産業界に委せるという基本方針をとつている (産


